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1.  21年8月期の連結業績（平成20年9月1日～平成21年8月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年8月期 14,164 51.1 2,626 89.5 2,623 83.3 1,575 88.8
20年8月期 9,373 43.0 1,386 68.3 1,431 80.8 834 78.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年8月期 179.84 169.72 23.5 18.0 18.5
20年8月期 101.07 93.83 21.2 14.9 14.8

（参考） 持分法投資損益 21年8月期  ―百万円 20年8月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年8月期 14,999 7,462 49.7 851.61
20年8月期 14,191 5,942 41.9 678.14
（参考） 自己資本   21年8月期  7,462百万円 20年8月期  5,942百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年8月期 1,585 △4,146 △35 2,256
20年8月期 2,039 △1,481 3,164 4,879

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年8月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00 35 4.0 0.9
21年8月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 70 4.4 1.0
22年8月期 
（予想）

― 0.00 ― 4.00 4.00 5.0

3.  22年8月期の連結業績予想（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

7,172 △23.3 1,094 △51.0 1,201 △45.9 721 △46.2 41.15

通期 15,803 11.6 2,108 △19.7 2,324 △11.4 1,394 △11.5 79.58
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、22ページの「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、40ページ「1株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年8月期 8,762,560株 20年8月期 8,762,560株
② 期末自己株式数 21年8月期  73株 20年8月期  ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年8月期の個別業績（平成20年9月1日～平成21年8月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年8月期 14,113 52.5 2,529 91.7 2,526 87.3 1,514 95.7
20年8月期 9,253 43.1 1,318 85.9 1,348 97.4 774 91.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年8月期 172.88 163.15
20年8月期 93.71 87.00

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年8月期 14,764 7,246 49.1 827.03
20年8月期 13,919 5,757 41.4 657.03
（参考） 自己資本 21年8月期  7,246百万円 20年8月期  5,757百万円

2.  22年8月期の個別業績予想（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 １．本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて   
おり、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項については、3ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する
分析〔次期の見通し〕」をご覧下さい。 
 ２．平成21年8月31日現在の株主に対し、平成21年9月1日をもって、普通株式1株につき2株の割合で株式分割をしております。なお、「３．平成22年8   
月期の連結業績予想」及び「（参考）個別業績の概要２．平成22年8月期の個別業績予想」の1株当たり当期純利益は、当該株式分割の影響を考慮してお
ります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

7,111 △23.9 1,075 △48.9 1,184 △44.0 710 △43.6 40.54

通期 15,621 10.7 2,077 △17.8 2,294 △9.2 1,376 △9.1 78.55



(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、米国の金融危機に端を発した世界的な景気後退という環境下で、企業業績

の急速な悪化に伴い設備投資が低迷し、雇用不安等の先行き不透明感により個人消費も低調に推移してきました。一

部には景気の底打ち感を示す指標が発表されているものの、未だ力強さには乏しいものがあります。 

 このような状況下、当社グループの主力事業である太陽電池製造装置事業におきましては、太陽電池の最大需要地

域である欧州向けの太陽電池の過剰在庫が発生したこと、またスペイン等において太陽電池に対する設置支援政策の

一部見直しが行われたこと等の影響を受け、太陽電池市場の成長は一時的な踊り場にさしかかり、一部の競争力に劣

る太陽電池メーカーにおいては淘汰の動きも出てきました。その結果、期半ばからは製造装置に対する引き合いも前

連結会計年度と比較して引き合い件数及びその内容がともに弱含む等の影響が出ました。しかしながら、技術力や実

績のある太陽電池メーカーは依然として堅調に推移しており、また、南欧、東欧、アジア等の新たな地域において太

陽電池設置支援政策が導入・発表される等、世界的な環境意識の高まりのもと、太陽電池の普及は世界的な広がりを

見せてきております。期末にかけては、当社グループの製造装置に対する引き合いも再び活発化しております。 

 当社グループでは、市場が足踏み状態にある中で、期初の豊富な受注残に対応するため、また市場が回復基調に転

じる時に備え、生産能力の増強と生産の効率化に取り組むとともに、更なる製造原価低減を推進してまいりました。

また、アジア地域での需要の広がりに対応するために、当連結会計年度中においてシンガポール及び中国上海市に新

たに拠点を設置し、世界的な需要の拡大に備える準備をしてまいりました。 

 一方、真空包装機事業におきましては、前連結会計年度に引き続き、主力の食品業界の市場縮小に対応して、産業

部品・電子部品業界へと販売先の多角化を図りました。また、顧客の要請に沿った技術・製品開発に注力し、電子部

品業界等への特殊真空包装機の販売を推進してきました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は14,164,117千円（前期比151.1％）、営業利益は2,626,973千円（同

189.5％）、経常利益は2,623,526千円（同183.3％）、当期純利益は1,575,844千円（同188.8％）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①太陽電池製造装置事業 

 太陽電池製造装置事業における売上高は、松山第三工場の設置・拡張により国内外の太陽電池メーカーの需要に応

えることができ、大型案件への対応が容易になった結果、13,676,359千円（前期比154.8％）となりました。また、

生産の効率化、製造要員の熟練化、加工品の一部内製化及び原材料コストの削減努力等により、製造原価の大幅な改

善が達成された結果、営業利益は3,343,199千円（同175.3％）となりました。 

②真空包装機事業 

 真空包装機事業における売上高は、主力の食品業界の落ち込みが大きく、販売先の多角化を進めたものの487,757

千円（前期比90.9％）となりましたが、仙台営業所の廃止等による業務効率化及びコスト削減努力の結果、営業利益

は19,099千円（前期は営業損失5,797千円）となりました。 

  

[次期の見通し] 

 次期連結会計年度のわが国経済は、いまだ景気の底打ち感を強く実感するにはいたらず、一進一退の不安定な状況

が継続するものと想定しております。 

 当社グループの主力事業である太陽電池製造装置事業におきましては、世界的な景気後退の影響を受け、当連結会

計年度半ばから引き合い件数及びその内容がともに弱含み、当連結会計年度末の受注残は前連結会計年度末と比較し

て大幅に減少しました。しかしながら、期末にかけ引き合いは再び活発化しており、太陽電池の設置を推進する各国

政府の政策の後押しもあり、顧客である各太陽電池メーカーの設備投資が再び活発化することが予想されます。 

 一方で、太陽電池メーカー間のコスト競争が激化する中で、製造装置メーカーに対してもコストダウン圧力がかか

っております。当社グループとしましては、更なる原価低減努力や装置性能の引き上げによる実質的なコストダウン

により、太陽電池メーカーのニーズに応えていく所存でありますが、次期連結会計年度においては、一時的な収益性

の低下も想定しております。 

 真空包装機事業におきましては、主力である食品業界の拡大が見込めない状況ではあるものの、真空断熱パネル製

造機等の特殊真空包装機の引き合いが増加傾向にあり、新たな分野の拡大が見込まれております。 

 以上により、次期の連結業績見通しは、売上高15,803,935千円(前期比111.6％)、営業利益2,108,758千円(同

80.3％)、経常利益2,324,271千円(同88.6％)、当期純利益1,394,563千円(同88.5％)を見込んでおります。 

  

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は14,999,952千円となり、前連結会計年度末に比べ808,158千円増加いたしま

した。主な理由は以下のとおりです。 

Ⅰ 資産 

 流動資産につきましては11,206,439千円となり、前連結会計年度末に比べ128,213千円の減少となりました。こ

れは主として、現金及び預金の増加343,415千円があった一方で、仕掛品の減少480,376千円があったことによるも

のであります。固定資産につきましては3,793,512千円となり、前連結会計年度末に比べ936,372千円の増加となり

ました。これは主として、建物及び構築物の取得等の設備投資によるものであります。 

Ⅱ 負債 

 負債につきましては7,537,727千円となり、前連結会計年度末に比べ711,782千円の減少となりました。これは主

として、未払法人税等の増加383,000千円及び受注損失引当金の増加101,721千円があった一方で、支払手形及び買

掛金の減少731,633千円及び前受金の減少559,544千円があったことによるものであります。 

Ⅲ 純資産 

 純資産につきましては7,462,225千円となり、前連結会計年度末に比べ1,519,941千円の増加となりました。これ

は主として、当期純利益1,575,844千円の計上によるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の期末残高は、前連結会計年度より

2,622,666千円減少し、2,256,605千円となりました。主な要因は以下のとおりです。 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動により得られた資金は前連結会計年度より453,895千円減少し、1,585,914千円となりました。これ

は主として、税金等調整前当期純利益を2,623,526千円計上し、たな卸資産の減少439,736千円等の収入があっ

た一方で、仕入債務の減少727,203千円、前受金の減少558,093千円等があったことによるものであります。 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により使用した資金は前連結会計年度より2,664,464千円増加し4,146,157千円となりました。これ

は主として、定期預金の預入による支出3,103,074千円、有形及び無形固定資産の取得による支出1,150,995千

円があったことによるものであります。 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動により使用した資金は35,030千円(前連結会計年度は3,164,980千円の収入)となりました。これは主

として、配当金の支払34,709千円があったことによるものであります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 （注）自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

※株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。  

※キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。 

  また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。  

  

  平成19年8月期  平成20年8月期 平成21年8月期 

 自己資本比率(％)  38.6  41.9  49.7

 時価ベースの自己資本比率(％)  455.0  316.7  299.1

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) ― ― ― 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)  466.1  21,471.7  8,970.8
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、安定的な利益配分の継続を目指すとともに、財務体質の強化を図り、将来の利益拡大のための設備投資や

研究開発に必要な内部留保の充実に努めており、各期の経営成績、財政状況等を総合的に勘案した上で配当を実施す

る方針であります。 

 当期は、以上の方針を勘案し、平成21年11月27日開催予定の定時株主総会の決議をもとに1株当たり8円の配当を予

定し、平成22年8月期においては年間4円（注）とする予定であります。なお、当社は会社法第454条第5項に定める中

間配当制度を採用しております。 

（注）平成21年9月1日付で1株につき2株の株式分割を行っております。 

  

(4）事業等のリスク 

 以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しておりま

す。また、必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資者の投資判断上重要と考えられる事項に

ついては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。当社グループは、これらのリスクの発生

の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に対する投資判

断は、本項及び本書中の本項以外の記載事項も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

 なお、本文中における将来に関する事項は、本決算短信提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

 ①太陽電池製造装置事業について 

1)太陽電池業界の動向について 

  当社グループの主力事業である太陽電池製造装置事業の販売先は、国内外における太陽電池メーカーであ

り、当社グループの業績は太陽電池の業界動向の影響を受けております。 

  太陽電池業界においては、環境保全への意識が世界的に高まっている中で、平成17年2月に発効した「京都議

定書」による二酸化炭素排出削減目標の設定や、各国における新エネルギーの電気の利用を促進する制度（発

電事業者に義務量を課すRPS制度や電力を買い取るフィードインタリフ制度等）の制定等の政策に後押しされ、

新エネルギー（クリーンエネルギー）の一つである太陽電池は、世界的に急速に普及しており、このことは、

太陽電池の製造装置メーカーの成長にも追い風となっております。 

  今後、これらの利用促進制度は、他の諸国・地域にも導入されることが予想されており、既に導入している

諸国においては、一層の厳格化が推進され、新エネルギーの普及を促進するものと考えられております。しか

しながら将来、何らかの理由により利用促進制度の後退ないしは廃止の動きが出てきた場合、当社グループの

業績は影響を受ける可能性があります。 

  世界における太陽電池の生産量推移は、発電容量ベースで以下のとおりであると推定されております。 

      (単位：MW(メガワット)) 

 (出所：米国Prometheus Institute社発行のPV News 2009年4月号) 

  

  2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 

 日本  251.1  363.9  601.5  833.0  926.4  923.5  1,224.0

 米国  120.6  103.0  138.7  153.1  177.6  270.6  412.0

ＥＵ  122.6  200.7  312.3  473.1  673.3  1,069.0  1,906.6

 その他  47.8  81.9  146.3  323.3  681.3  1,451.4  3,398.4

 合計  542.0  749.4  1,198.8  1,782.4  2,458.5  3,714.5  6,941.1

 前年比 ％ 146.0 ％ 138.3 ％ 160.0 ％ 148.7 ％ 137.9 ％ 151.1 ％ 186.9
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2)為替リスクについて 

 当社グループの太陽電池製造装置事業における販売先は、海外顧客が多いため、当社グループの海外売上比

率は、平成19年8月期は77.4％、平成20年8月期は91.2％、平成21年8月期は94.2％と高い比率で推移しておりま

す。 

  近年、日本の顧客が海外に工場を設置するケースも増えており、当社グループの海外売上比率は今後も高水

準で推移するものと推測されます。 

  当社グループは、為替リスクの回避策として、海外顧客との取引通貨は円建てによることを基本としてお

り、海外売上高全体に占める円建て取引の割合は、平成19年8月期は82.6％、平成20年8月期は94.2％、平成21

年8月期は96.2％となっております。外貨建て取引については、為替リスク対策として、原則として為替予約を

行っており、為替変動による損益への影響は軽微でありますが、今後円建てでの取引が減少した場合、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

 また、急激な円高が進行した場合には、海外市場における当社グループの価格競争力に影響を及ぼし、業績

が悪化する可能性があります。 

 最近3連結会計年度における海外売上先及び海外売上高の状況は次のとおりであります。 

  

3)売上計上時期による業績への影響について 

 当社グループの太陽電池製造装置事業においては、標準仕様の単品装置の売上計上は出荷基準を採用してお

り、また特殊仕様の単品装置、一貫製造ライン及び複合装置の売上計上は検収基準を採用しております。大型

の一貫製造ラインや複合装置は受注から検収までに現状4～7ヶ月程度の期間を要しており、大型案件の検収時

期によっては、四半期ごとの業績が大きく変動する可能性があります。また、設計変更や検収時期の変更等が

発生した場合、売上計上時期が当初予定していた時期からずれることがあり、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

        

4)個別受注物件の内容による利益率の変動について 

 当社グループの太陽電池製造装置事業においては、個別受注物件の型式、数量及びそれらの組み合わせによ

り、利益率は一定ではありません。したがいまして、個別受注物件の積み上がり状況によって当社グループの

四半期ごとの利益率が変動する可能性があります。 

  

回次 第15期 第16期 第17期  

 決算年月 

 平成19年8月  平成20年8月  平成21年8月 

 金額(千円) 
 構成比

(%) 
 金額(千円) 

 構成比

(%) 
 金額(千円) 

 構成比

(%) 

   欧州・アフリカ  1,822,320  27.8  2,610,867  27.9  2,139,951  15.1

   アジア  1,563,246  23.8  3,268,276  34.9  5,754,774  40.6

   北中南米  1,670,001  25.5  2,640,941  28.2  5,448,858  38.5

   その他  20,436  0.3  24,348  0.2  4,764  0.0

 海外売上高  5,076,004  77.4  8,544,433  91.2  13,348,348  94.2

 国内売上高  1,478,841  22.6  829,203  8.8  815,769  5.8

 合計  6,554,845  100.0  9,373,637  100.0  14,164,117  100.0
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5)新規参入等について 

 当社グループの太陽電池製造装置事業につきましては、太陽電池の生産量が世界的に急増している状況下

で、国内外における異業種の大手企業や中小新興企業が新規参入してくる可能性があります。当社グループよ

り技術力が高く、コスト面で優位な企業の参入があった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 また、太陽電池メーカーは、太陽電池事業の開始時期においては製造装置を内製しているメーカーも一部存

在しましたが、現在においては製造装置専業メーカーからの調達が主流となっており、全面的な内製化の動き

は認められません。しかしながら将来、太陽電池メーカーによる製造装置の内製化が行なわれた場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

6)設備投資について 

 当社グループは、太陽電池市場の継続的な成長に対応すべく、生産能力の増強に努めてまいりましたが、今

後も引き続き適正な生産量及び生産能力を見極めて、適宜工場の増設を検討していく方針であります。しかし

ながら、設備投資が計画より遅れ、製品の供給能力不足になった場合、あるいは、設備投資に対し、製品需要

が当社グループの想定どおりに拡大しなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。  

  

②真空包装機事業について 

 真空包装機事業は、当連結会計年度は営業利益を計上しましたが、それ以前の4連結会計年度においては営業損

失を計上しておりました。収益性の改善策として、経費の削減や営業地域の絞込み、販売先の多角化やそれに伴

う特殊真空包装機の投入等の施策を講じております。しかしながら、改善策が計画どおりに進まなかった場合に

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③前受金について 

 当社グループは、前受金による回収の比率が高くなっており、総資産に占める前受金の割合は、平成19年8月期

末は15.2％、平成20年8月期末は22.2％、平成21年8月期末は17.3％となっております。 

 当社グループでは、債権回収のリスクを回避するために、受注契約時の条件交渉において、前受金（契約金）

の入手に取り組んでおり、このことが当社グループの資金繰りに貢献しております。しかしながら、何らかの事

由で、前受金による契約条件が顧客に受け入れられなくなった場合には、当社グループの財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

④人材の確保について 

 当社グループの今後の事業拡大のためには、適正な人員配置による業務効率の向上を図るとともに、採用活動

の強化により人員増強を推し進める必要があります。しかし、人員増強が順調に進まない場合や、特定の役職員

の社外流出などがあった場合などには、当社グループの事業拡大に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤災害等による影響について 

 当社グループの主力事業である太陽電池製造装置事業の生産工場は、愛媛県松山市に集中しております。この

地域において当社グループの想定を超える地震等の自然災害が発生し、工場の生産能力が減少もしくはなくなっ

た場合には、当社グループの事業の推進に影響を及ぼす可能性があります。 

  

㈱エヌ・ピー・シー （6255） 平成21年8月期 決算短信



⑥知的財産権について 

 当社グループは、他社と差別化できる技術とノウハウの蓄積に努めており、自社が保有する技術等については

特許権の取得による保護を図るとともに、他社の知的財産権を侵害することのないようリスク管理に取り組んで

おります。 

  しかしながら、当社グループが販売している製品や、今後販売する製品が第三者の知的財産権に抵触する可能

性は完全には否定することはできません。また、当社グループが認識していない特許権等が成立することによ

り、第三者より損害賠償等の訴訟が起こされる可能性もあります。これらの要因により、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑦法的規制等について 

 当社グループの太陽電池製造装置事業及び真空包装機事業に関する許認可等の直接的な法的規制はありません

が、当社グループは、製造分野における特許関連法規、工場運営における環境関連法規、人事労務における労務

関連法規その他の法的規制を受けております。当社グループが各種の法的規制を順守できなかった場合、又は各

種の法的規制等の変更や新たな法的規制の制定が当社グループの想定を超えて実施された場合には、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑧ストックオプションによる株式の希薄化について 

 当社は、当社の取締役及び従業員に対して、当社に対する経営参画意識を高め、業績向上に対する意欲や士気

を喚起することを目的として、新株予約権によるストックオプション制度を導入しております。平成21年8月31日

現在における新株予約権による潜在株式数は530,000株であり、発行済株式総数8,762,560株の6.0％に相当しま

す。これらの新株予約権が行使された場合、保有株式の株式価値が希薄化し、当社の株価に影響を及ぼす可能性

があります。 
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  当社グループは、当社（株式会社エヌ・ピー・シー）及び海外連結子会社2社（NPC America Corporation、 

NPC Europe GmbH）により構成されており、太陽電池製造装置及び真空包装機の開発・製造・販売を行っております。 

(1) 太陽電池製造装置事業 

太陽電池製造装置事業では、国内外の太陽電池メーカーに対して、その関連製造装置を販売しております。太陽電

池の製造工程は、セルを製造するセル工程と、それらのセルをソーラーパネルとしてモジュール化するモジュール工

程に大別されますが、当社グループは、そのうちのモジュール工程における各種製造装置及び一貫製造ラインを提供

しております。 

  モジュール工程における各工程の内容及びそれぞれの工程に対応した当社の製品は次のとおりであります。なお、

これらの工程と対応する当社製品は、現在の太陽電池の主流である結晶系シリコン太陽電池（*1）を対象としたもの

であります。 

  

 上表に記載した製品のうち、セルテスター、セル自動配線装置、真空ラミネーター及びモジュールテスターを、

当社グループではモジュール工程における主要4装置と称しております。 

 当社グループの特徴は、上表のとおり、モジュール工程のすべての工程に対応した製品を提供できること、及び

顧客の要望に応じてエンジニアリングを行い、これらの製品を統合して一貫製造ラインとして提供できることにあ

ります。太陽電池は現在、結晶系シリコン太陽電池が主流になっていますが、一部の太陽電池メーカーにおいて

は、より低コストが見込める薄膜系シリコン太陽電池（*2）あるいは化合物系の薄膜太陽電池（*3）の比重を高め

る動きがあります。当社グループはこの動きに対応して、これら薄膜太陽電池の製造ラインも提供しております。 

 当社グループでは、製品の開発・設計・製造から販売・設置・保守サービスにいたるまでのすべてをグループ内

で行っております。そのことにより、品質の維持・向上を図るとともに、太陽電池メーカーの製造装置に対するニ

ーズを的確に把握し、それらの情報を製品の改良、新製品の開発等に反映させております。 

 *1 結晶系シリコン太陽電池 ：単結晶や多結晶シリコンを基板として太陽電池セルを作り、そのセルをつなぎ合わ

せガラス等にラミネートすることによりモジュール化した太陽電池。 

 *2 薄膜系シリコン太陽電池 ：アモルファスシリコンや結晶シリコンをガラス等の基板の上に薄膜として形成しモ

ジュール化した太陽電池。 

 *3 化合物系の薄膜太陽電池：化合物系（銅、インジウム、セレン等）の材料をガラス等の基板の上に薄膜として

形成しモジュール化した太陽電池。 

  

２．企業集団の状況

 工程名 工程の内容 対応する当社の製品 

1  セルテスト工程 

 セルの受入工程としてセルに一枚ずつ模擬太陽光を当て

て、その出力（発電量）を検査します。同時に、その発電量

により各セルをランク分けします。 

このセルテスト工程はセル工程の最後尾の工程であるセル出

荷前検査工程にも存在します。 

セルテスター 

2  タブ付け工程 
 セルに配線用のリボンをハンダ付けします。通常は一枚の

セルに2本のタブ（リボン）をハンダ付けします。 
セル自動配線装置 

（当社の装置は、タブ付

けとストリングを同時に

連続的に行います。） 
3  ストリング工程 

 タブ付け工程で個々のセルにハンダ付けされたリボンを次

のセルの背面にハンダ付けしていくことにより、セルを連続

的にリボンでつないでいきます。 

4  レイアップ工程 

 ストリングされた太陽電池セルをマトリックス化し、ガラ

ス・EVA・マトリックス化セル・バックシートを積み重ねま

す。 

レイアップ装置 

5 
 ラミネーション

工程 

 レイアップ工程により積み重ねられたものを、真空中で加

熱し、全面均等にプレスを行うことにより圧着します。 
真空ラミネーター 

6 
フレーミング 

工程 

 ラミネーション工程で圧着されたモジュールに、アルミ等

の外枠を取り付けます。この際、モジュールの端面保護、シ

ールの為、シール材をアルミ枠に注入します。シール材とし

てはシリコンまたはブチル系シール材が一般的に使われてい

ます。 

ディスペンサー 

フレーミング装置 

7 
最終出力検査 

工程 

 完成したモジュールに模擬太陽光を当てて、その出力を測

定する最終検査工程です。 
 モジュールテスター 

㈱エヌ・ピー・シー （6255） 平成21年8月期 決算短信



 (2)真空包装機事業 

 真空包装機事業は当社設立以来の事業であり、各種真空包装機の製造・販売・保守サービスまで一貫して提供してお

ります。主たる販売先は国内の食品業界でありますが、最近では、電機・電子部品業界、自動車部品業界、医薬品業界

等市場の多角化を図っております。 

なお、太陽電池製造装置事業の主要製品の一つである真空ラミネ－タ－は、真空包装機の技術を応用して開発したも

のであり、当社グル－プが太陽電池製造装置事業に進出する契機となった製品であります。 

  当社グループの事業系統図は以下のとおりであります。 

［事業系統図］ 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループ経営の基本方針は、「真空技術と環境問題への係わり」というテーマの追求にあります。すなわち

我々が今まで培ってきた技術やその応用技術を通じて環境問題に係わることにより、その問題解決の一端に役立て

ることが、社会貢献につながり社会に認知される企業へと成長するものと考え、それが当社の存在意義であると考

えております。 
  
(2）目標とする経営指標 

  当社は、連結売上高経常利益率15％前後を継続的に維持することを目標としており、当該目標の実現が株主価値

の向上に資するものと考えております。 
  
(3）中長期的な会社の経営戦略 

上記の目標とする経営指標を達成するための事業別の取組みは以下のとおりであります。 

太陽電池製造装置事業につきましては、市場のさらなる広がりや新規参入が見込まれる中、現在の高いシェアを

維持・拡大していくことを目標として、引き続き顧客満足度の高い機械作りと生産能力の増強や、営業力・カスタ

マーサポートの一層の強化を図ります。また、顧客の皆様に柔軟に適応できる企業として製品の研究開発に奮励す

る一方、固定費の削減に積極的に取り組み、安定的に利益を確保し増大できる組織の構築に注力いたします。 

 真空包装機事業につきましては、販売市場を食品業界から産業部品・電子部品等の非食品業界へ転換し、収益を

創造する事業基盤の確立に努める所存であります。 
  
(4）会社の対処すべき課題 

   ①研究開発の強化 

    太陽電池の薄型化、高効率化及び量産化という太陽電池業界の方向性に対応すべく、太陽電池関連本部開発部の

陣容をさらに充実させることが課題であります。また、それに伴い研究開発費の割当も積極的に増やしてまいりま

す。太陽電池業界の方向性に対応する技術開発への重点投資を行うことにより、業界の需要に対応した新製品の開

発に取り組む所存であります。 
  
   ②生産能力の増強及び製作納期の短縮化 

  課題でありました太陽電池製造装置の生産能力の増強につきましては、松山第三工場が平成21年4月からフル稼働

を開始しました。今後においても、太陽電池市場の動向を常に確認し、適正な生産量及び生産能力を見極め、適宜

工場の増設を検討していく方針であります。また、製品の製作期間の短縮と安定供給を図るため、一部加工品の内

製化を実施しておりますが、将来的には内製化比率の向上を目指していく所存であります。 
  
   ③世界市場の網羅性強化 

  太陽電池市場は2000年以降、欧州を中心として拡大してきましたが、近年世界的な広がりをみせており、特に韓

国や中国等のアジア地域での市場拡大が進んでおります。それに伴い、当社はシンガポールと中国上海市に拠点を

新設して顧客への営業活動及び保守サービス体制を強化し、海外連結子会社の人員も強化しております。今後も新

たな地域での市場の拡大も期待できる状況のため、需要に対応すべく新たな拠点の設置を行っていく予定でありま

す。 
  
   ④世界的なサポート体制の強化 

 太陽電池市場が世界的広がりを見せる中、保守サービス体制に対する太陽電池メーカーの要望は強まっておりま

す。当社グループでは、海外子会社・拠点を含めた24時間サポート体制を構築し、定期的無償保守サービス等によ

り、顧客工場での装置稼働率向上を推進しております。 
  
   ⑤人員の確保及び育成 

  当社グル－プの太陽電池製造装置事業においては、製品の開発・設計・製造から販売・設置・保守サ－ビスにい

たるまで、すべてをグル－プ内で行うことを基本方針としており、そのことが当該事業の特徴でもあります。今後

の成長を確保するためには、生産能力の増強とともに、各部門におけるバランスのとれた人員の配置・増強及び人

材の育成が不可欠であります。対処方針としては、新卒採用、中途採用、高齢者採用と採用の幅を広げると同時

に、部門間の効率的な配置転換を実施するとともに、OJTにおけるマンツーマン教育により早期かつ効率的な人材育

成に努める所存であります。また、社内教育を充実させ、資格取得による能力向上を推進し、幹部候補者について

は意識向上のプログラムを実施してまいります。 
  
  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,033,142 5,376,557 

受取手形及び売掛金 ※3  1,349,714 1,271,487 

たな卸資産 4,371,577 － 

商品及び製品 － 93,531 

仕掛品 － 3,681,741 

原材料及び貯蔵品 － 147,657 

繰延税金資産 80,446 187,839 

その他 505,162 468,939 

貸倒引当金 △5,389 △21,315 

流動資産合計 11,334,653 11,206,439 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,064,587 1,939,514 

減価償却累計額 △74,766 △150,471 

建物及び構築物（純額） ※1  989,821 1,789,042 

土地 ※1  1,429,414 1,429,414 

その他 275,008 408,087 

減価償却累計額 △116,362 △173,970 

その他（純額） 158,646 234,116 

有形固定資産合計 2,577,882 3,452,573 

無形固定資産 86,051 123,354 

投資その他の資産   

繰延税金資産 4,548 － 

その他 246,858 218,287 

貸倒引当金 △58,199 △702 

投資その他の資産合計 193,207 217,584 

固定資産合計 2,857,140 3,793,512 

資産合計 14,191,794 14,999,952 
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,203,487 3,471,853 

未払法人税等 470,606 853,606 

前受金 3,149,343 2,589,798 

受注損失引当金 8,301 110,023 

その他 416,418 499,433 

流動負債合計 8,248,156 7,524,716 

固定負債   

繰延税金負債 1,353 13,011 

固定負債合計 1,353 13,011 

負債合計 8,249,510 7,537,727 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,158,002 2,158,002 

資本剰余金 2,080,416 2,080,416 

利益剰余金 1,708,954 3,249,748 

自己株式 － △321 

株主資本合計 5,947,373 7,487,845 

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 △10,030 105 

為替換算調整勘定 4,940 △25,726 

評価・換算差額等合計 △5,089 △25,620 

純資産合計 5,942,283 7,462,225 

負債純資産合計 14,191,794 14,999,952 
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年９月１日 
 至 平成20年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

売上高 9,373,637 14,164,117 

売上原価 6,436,769 9,519,770 

売上総利益 2,936,867 4,644,347 

販売費及び一般管理費 ※1,2  1,550,367 ※1,2  2,017,373 

営業利益 1,386,499 2,626,973 

営業外収益   

受取利息 13,582 19,054 

受取配当金 79 2 

保険解約返戻金 53,565 15,770 

投資有価証券売却益 2,691 － 

その他 10,280 16,452 

営業外収益合計 80,200 51,280 

営業外費用   

支払利息 95 176 

支払手数料 6,338 41,829 

株式交付費 25,824 － 

為替差損 2,544 12,116 

その他 765 603 

営業外費用合計 35,567 54,727 

経常利益 1,431,132 2,623,526 

税金等調整前当期純利益 1,431,132 2,623,526 

法人税、住民税及び事業税 627,125 1,145,663 

法人税等調整額 △30,819 △97,981 

法人税等合計 596,305 1,047,681 

当期純利益 834,826 1,575,844 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年９月１日 
 至 平成20年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 550,866 2,158,002 

当期変動額   

新株の発行 1,603,040 － 

新株の発行（新株予約権の行使） 4,096 － 

当期変動額合計 1,607,136 － 

当期末残高 2,158,002 2,158,002 

資本剰余金   

前期末残高 473,408 2,080,416 

当期変動額   

新株の発行 1,603,040 － 

新株の発行（新株予約権の行使） 3,968 － 

当期変動額合計 1,607,008 － 

当期末残高 2,080,416 2,080,416 

利益剰余金   

前期末残高 897,631 1,708,954 

当期変動額   

剰余金の配当 △23,503 △35,050 

当期純利益 834,826 1,575,844 

当期変動額合計 811,323 1,540,793 

当期末残高 1,708,954 3,249,748 

自己株式   

前期末残高 － － 

当期変動額   

自己株式の取得 － △321 

当期変動額合計 － △321 

当期末残高 － △321 

株主資本合計   

前期末残高 1,921,906 5,947,373 

当期変動額   

新株の発行 3,206,080 － 

新株の発行（新株予約権の行使） 8,064 － 

剰余金の配当 △23,503 △35,050 

当期純利益 834,826 1,575,844 

自己株式の取得 － △321 

当期変動額合計 4,025,467 1,540,472 

当期末残高 5,947,373 7,487,845 
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年９月１日 
 至 平成20年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 3,210 － 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,210 － 

当期変動額合計 △3,210 － 

当期末残高 － － 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 84 △10,030 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,115 10,135 

当期変動額合計 △10,115 10,135 

当期末残高 △10,030 105 

為替換算調整勘定   

前期末残高 10,515 4,940 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,574 △30,666 

当期変動額合計 △5,574 △30,666 

当期末残高 4,940 △25,726 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 13,810 △5,089 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18,900 △20,531 

当期変動額合計 △18,900 △20,531 

当期末残高 △5,089 △25,620 

純資産合計   

前期末残高 1,935,717 5,942,283 

当期変動額   

新株の発行 3,206,080 － 

新株の発行（新株予約権の行使） 8,064 － 

剰余金の配当 △23,503 △35,050 

当期純利益 834,826 1,575,844 

自己株式の取得 － △321 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18,900 △20,531 

当期変動額合計 4,006,566 1,519,941 

当期末残高 5,942,283 7,462,225 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年９月１日 

 至 平成20年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 

 至 平成21年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,431,132 2,623,526 

減価償却費 93,355 166,872 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,067 △34,903 

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,470 － 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,000 － 

受注損失引当金の増減額（△は減少） 8,301 101,721 

受取利息及び受取配当金 △13,662 △19,056 

支払利息 95 176 

保険解約損益（△は益） △53,565 － 

売上債権の増減額（△は増加） △880,355 58,040 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,803,294 439,736 

仕入債務の増減額（△は減少） 2,333,292 △727,203 

前受金の増減額（△は減少） 2,384,549 △558,093 

その他 △119,017 286,861 

小計 2,369,428 2,337,678 

利息及び配当金の受取額 13,242 15,179 

保険金の受取額 53,565 － 

利息の支払額 △95 △176 

法人税等の支払額 △396,331 △766,767 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,039,809 1,585,914 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △13,539 △3,103,074 

定期預金の払戻による収入 415,755 136,993 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,811,223 △1,150,995 

投資有価証券の取得による支出 △299 － 

投資有価証券の売却による収入 12,384 － 

その他 △84,770 △29,081 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,481,693 △4,146,157 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 3,180,596 － 

ストックオプションの行使による収入 7,722 － 

自己株式の取得による支出 － △321 

配当金の支払額 △23,339 △34,709 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,164,980 △35,030 

現金及び現金同等物に係る換算差額 477 △27,391 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,723,573 △2,622,666 

現金及び現金同等物の期首残高 1,155,698 4,879,272 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  4,879,272 ※1  2,256,605 
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 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に関する注記
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年９月１日 
至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  2社 

全ての子会社を連結しております。 

同左 

  連結子会社の名称 

NPC America Corporation 

NPC Europe GmbH 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、7月31日であり

ます。 

 なお、連結財務諸表の作成にあたって

は、同決算日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

イ 原材料 

月次総平均法による原価法 

③ たな卸資産 

イ 原材料 

 月次総平均法による原価法(貸借

対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価の切下げの方法）  

  ロ 製品、仕掛品及び貯蔵品 

個別法による原価法 

ロ 製品、仕掛品及び貯蔵品 

   個別法による原価法(貸借対照表 

  価額については収益性の低下に基づ 

  く簿価の切下げの方法） 

（会計方針の変更） 

  当連結会計年度より「棚卸資産の評 

 価に関する会計基準」(企業会計基準 

 第9号平成18年7月5日公表分)を適用し 

 ております。 

  これにより損益に与える影響は軽微 

 であります。 

  また、セグメント情報に与える影響 

 は軽微であります。 

    なお、受注契約に基づく仕掛品につ 

 きましては、受注損失引当金により対 

 応しております。  
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年９月１日 
至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年4月1日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

主な耐用年数 

建物及び構築物    ：24年 

有形固定資産その他 

（工具、器具及び備品）： 6年 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法を採用しております。 

  ただし、平成10年4月1日以降に取得し 

 た建物（建物附属設備を除く）について 

 は、定額法を採用しております。 

 主な耐用年数 

  建物及び構築物    ：24年  

  有形固定資産その他 

  （工具、器具及び備品）： 6年 

（追加情報） 

  当社の機械装置については、平成20年 

 度の法人税法の改正による法定耐用年数 

 の変更を契機に見直しを行った結果、従 

 来の10年～12年から8年～12年となりま 

 した。 

  この変更による損益への影響は軽微で  

 あります。  

  ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

    

  

③ リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額 

 を零とする定額法を採用しております。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リ 

 ース取引のうち、リース取引開始日が平 

 成20年8月31日以前のリース取引につい 

 ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準 

 じた会計処理によっております。  

(3）繰延資産の処理方法 ① 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

①        － 

  

(4）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

－ 

②        －  

  

  （追加情報） 

 平成20年2月28日開催の取締役会におい

て就業規則・給与規程改正の件が決議さ

れ、従業員（基本給与制に属するもの）の

給与体系を年俸制としたため、当連結会計

年度は賞与引当金を計上しておりません。 

  

  

  ③ 受注工事損失引当金 

 工事の損失に備えるため、当連結会計

年度末の未引渡工事のうち損失が発生す

ると見込まれ、かつ、損失額を合理的に

見積ることが可能な工事については、翌

連結会計年度以降に発生が見込まれる損

失額を計上しております。 

③ 受注損失引当金 

 受注契約の損失に備えるため、当連結

会計年度末の未引渡受注契約のうち損失

が発生すると見込まれ、かつ、損失額を

合理的に見積ることが可能な受注契約に

ついては、翌連結会計年度以降に発生が

見込まれる損失額を計上しております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年９月１日 
至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

  ④ 役員賞与引当金 

－ 

(追加情報) 

 役員に対する賞与は、取締役会決議によ

り支給額が確定しているので、当連結会計

年度は「流動負債 その他」に含めて表示

しております。  

④        － 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

－ 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約取引については、振当処理を採

用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建輸出入取引 

 （外貨建予定取引を含む） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する社内規程に

基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リス

クを一定の範囲内でヘッジしておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引については、ヘッジ手段

がヘッジ対象と同一通貨、同一期日であ

るため、ヘッジ有効性の評価を省略して

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんは5年間の均等償

却を行っております。 

 ただし、金額が僅少なのれん及び負のの

れんについては、発生した連結会計年度に

全額償却しております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年９月１日 

至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

(原材料の評価方法の変更) 

当連結会計年度から、原材料の評価方法について総平

均法による原価法から月次総平均法による原価法に変更

しております。この変更は、統合基幹システムが稼働し

たことに伴い、購入価格の月次での変動を的確に資産評

価の算定に反映させるためであります。なお、この変更

に伴う損益への影響は軽微であります。 

また、当中間連結会計期間においては、当連結会計年

度で採用した原材料の評価方法を採用しておりません。

これは、統合基幹システムの本格的な運用を当下半期に

実施したためであります。なお、当連結会計年度と同一

の会計処理を採用した場合における当中間連結財務諸表

の損益に与える影響は軽微であります。 

 － 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

－  

  

－  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(リース取引に関する会計基準) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号(平成5年6月17日(企業

会計審議会第一部会)、平成19年3月30日改正))及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号(平成6年1月18日(日本公認会計士協会会

計制度委員会)、平成19年3月30日改正)）を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有 権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

   これにより損益に与える影響はありません。 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報

告第18号 平成18年5月17日）を適用し、連結決算上必要

な修正を行っております。 

 これにより損益に与える影響はありません。  
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追加情報

前連結会計年度 
（自 平成19年９月１日 

至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

(有形固定資産の減価償却の方法) 

 当連結会計年度より、法人税法の改正に伴い平成19年3

月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌連結会計年度から残存簿価を5年間

で均等償却する方法によっております。なお、この変更

に伴う損益への影響は軽微であります。 

－  

  

  

  

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年９月１日 

至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

－  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「支払手数料」（前連結会計年

度2,935千円）は、営業外費用の総額の100分の10を超え

るため、その金額の重要性を考慮し、当連結会計年度よ

り区分表示しております。 

(連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて「たな卸資産」として掲記されていたものは、当

連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料

及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、

それぞれ138,499千円、4,162,118千円、70,960千円であ

ります。 

－  

  

  

  

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書）  

前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました「解約

保険料」（前連結会計年度11,707千円）は、その金額的

重要性が増したため区分表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「保険解約損益」（当連結会計年度15,770千円)

は、金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含め

ております。  
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年８月31日） 

※１ 担保資産 

  担保に提供している資産は次のとおりであります。 

１ 担保資産 

  前連結会計年度末で担保に提供していた資産は当連 

建物及び構築物 千円71,352

土地 千円165,621

計 千円236,974

 結会計年度に担保設定を解除したため、該当事項はあ 

 りません。  

  

 上記資産により担保されている債務はありません

が、銀行取引に係る根抵当権が設定されております。 

  

２ 機動的かつ効率的な資金調達を目的に、金融機関

２行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

２ 機動的かつ効率的な資金調達を目的に、金融機関２

行と貸出コミットメント契約を締結しております。当

連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借

入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 千円1,000,000

借入実行残高  千円－

差引額 千円1,000,000

貸出コミットメントの総額 千円3,000,000

借入実行残高 千円－

差引額 千円3,000,000

※３ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末が金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。 

  

  

             

  

  

  

 受取手形 千円872   
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年９月１日 

至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

販売手数料 千円76,621

役員報酬 千円105,467

給料手当 千円376,565

旅費交通費 千円200,162

保険料 千円138,576

支払手数料 千円138,152

減価償却費 千円23,435

報酬 千円124,988

研究開発費 千円110,615

販売手数料 千円134,799

役員報酬 千円151,314

給料手当 千円510,692

旅費交通費 千円234,583

保険料 千円154,398

支払手数料 千円218,052

減価償却費 千円32,489

報酬 千円78,855

貸倒引当金繰入額  千円4,195

研究開発費 千円165,668

※２ 一般管理費に含まれている研究開発費 

      110,615千円 

※２ 一般管理費に含まれている研究開発費 

             165,668千円 
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 前連結会計年度（自 平成19年９月１日 至 平成20年８月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注） 普通株式の増加は、平成19年9月1日付で1株を4株に株式分割したことによる増加5,875,920株及び平成20年2月

25日を払込期日として行われた公募増資による増加800,000株並びに当連結会計年度中に行われたストックオ

プションの権利行使による増加128,000株によるものであります。 

  

 ２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末

株式数（株） 
当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度 
末株式数（株） 

発行済株式                        

普通株式（注）  1,958,640  6,803,920         －  8,762,560

合計  1,958,640  6,803,920         －  8,762,560

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年11月29日 

定時株主総会 
普通株式  23,503  12 平成19年8月31日 平成19年11月30日 

決議予定 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年11月27日 

定時株主総会 
普通株式  35,050 利益剰余金  4 平成20年8月31日 平成20年11月28日 
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 当連結会計年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

     （注）普通株式の自己株式の株式数の増加73株は、単元未満株式の買取による増加73株であります。 

  

 ２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末

株式数（株） 
当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度 
末株式数（株） 

発行済株式                        

普通株式  8,762,560  －         －  8,762,560

合計   8,762,560  －         －  8,762,560

自己株式                         

普通株式 （注）   －  73         －  73

合計  －  73         －  73

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成20年11月27日 

定時株主総会 
普通株式  35,050  4 平成20年8月31日 平成20年11月28日 

決議予定 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年11月27日 

定時株主総会 
普通株式  70,099 利益剰余金  8 平成21年8月31日 平成21年11月30日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年９月１日 

至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年8月31日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年8月31日現在） 

現金及び預金勘定 千円5,033,142

預入期間が3ヶ月を超える定期

預金 
千円153,870

現金及び現金同等物 千円4,879,272

現金及び預金勘定 千円5,376,557

預入期間が3ヶ月を超える定期

預金 
千円3,119,951

現金及び現金同等物 千円2,256,605
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年９月１日 

至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

 額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額  

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 

（千円） 

有形固定資産 
その他 
（工具、器具及
び備品） 

 4,968  1,821  3,146

合計  4,968  1,821  3,146

ファイナンス・リース取引（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容 

  有形固定資産 

   デジタル複合機（有形固定資産「その他（工具、器 

  具及び備品）」）であります。 

 ②リース資産の減価償却の方法 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4. 

 会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却資産の減 

 価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう 

 ち、リース取引開始日が、平成20年8月31日以前のリー 

 ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ 

 た会計処理によっており、その内容は次のとおりであり 

 ます。 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ 

 ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める 

 割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して 

 おります。  

1年内 千円993

1年超 千円2,152

合計 千円3,146

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

   額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額  

  
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 

（千円） 

有形固定資産 
その他 
（工具、器具及
び備品） 

 4,968  2,815  2,152

合計  4,968  2,815  2,152

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価 

償却費相当額及び減損損失  

支払リース料               993千円 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が 

   有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「 

  支払利子込み法」により算定しております。 

 減価償却費相当額            993千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 

  法によっております。 

（減損損失について） 

1年内 千円993

1年超 千円1,159

合計 千円2,152

リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

  

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ 

 ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める 

 割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して 

 おります。 

  ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失 

  支払リース料 千円993

減価償却費相当額 千円993

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 
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１．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（有価証券関係）

区分 
前連結会計年度 

（自 平成19年９月１日 
至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

売却額（千円）  12,384  －

売却益の合計額（千円）  2,691  －
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１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

 退職給付制度がないため、該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年９月１日 

至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 当社は、通常の営業過程における輸出入取引の為替相

場の変動によるリスクを軽減するため、為替予約取引を

行っております。 

 なお、デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適

用しております。 

(1）取引の内容及び利用目的等 

同左 

 ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、振当処理の要件を満たしている為替予約取引に

ついては、振当処理を採用しております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建輸出入取引 

（外貨建予定取引を含む） 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、ヘッ

ジ対象に係る為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジ

しております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引については、ヘッジ手段がヘッジ対象

と同一通貨、同一期日であるため、ヘッジ有効性の評

価を省略しております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、為替の変動によるリスク回避を

目的としており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有して

おります。 

 なお、契約先は信用度の高い国内金融機関であり、相

手先の契約不履行による信用リスクは極めて軽微である

と判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管理は、経理部の所轄と

なっております。 

 取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に基づき

実行し、デリバティブ取引の実施状況については、定例

的に取締役会に報告しております。 

(4）取引に係るリスク管理体制  

同左 

  

  

  

  

前連結会計年度 
（自 平成19年９月１日 

至 平成20年８月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年９月１日 

至 平成21年８月31日） 

 為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用し

ておりますので注記は省略しております。 

同左 

（退職給付関係）
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 前連結会計年度（自 平成19年９月１日 至 平成20年８月31日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

  

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

（注） 平成19年9月1日付で普通株式1株を4株に分割したことによる増加であります。 

②単価情報 

  （注）平成19年8月7日開催の取締役会決議により、平成19年9月1日付で、普通株式1株を4株に分割いたし

ました。これに伴い権利行使価格は分割後の金額で記載しております。 

（ストック・オプション等関係）

  平成17年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役 5名 

当社従業員16名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 354株 

付与日 平成18年4月28日 

権利確定条件 
行使の条件は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締

役又は従業員であること。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年7月20日から平成23年7月19日まで 

    平成17年ストック・オプション 

権利確定前 （株）      

前連結会計年度末    －

付与    －

株式分割による増加    －

権利確定    －

失効    －

未確定残    －

権利確定後 （株）      

前連結会計年度末    174,500

株式分割による増加(注)    523,500

権利確定    －

権利行使    128,000

失効    40,000

未行使残    530,000

    平成17年ストック・オプション 

権利行使価格（注） （円）  63

行使時平均株価 （円）  5,064

公正な評価単価（付与日） （円）  －
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 当連結会計年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

  

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

  

②単価情報 

  

  平成17年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役 5名 

当社従業員16名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 354株 

付与日 平成18年4月28日 

権利確定条件 
行使の条件は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締

役又は従業員であること。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年7月20日から平成23年7月19日まで 

    平成17年ストック・オプション 

権利確定前 （株）      

前連結会計年度末    －

付与    －

株式分割による増加    －

権利確定    －

失効        

未確定残        

権利確定後 （株）      

前連結会計年度末    530,000

株式分割による増加    －

権利確定    －

権利行使    －

失効    －

未行使残    530,000

    平成17年ストック・オプション 

権利行使価格 （円）  63

行使時平均株価 （円）  －

公正な評価単価（付与日） （円）  －
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